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集団的自衛権にNO！








自衛隊再派兵の衝動は高まっている
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｢集団的自衛権にＮＯ！１０・２６かながわ大集会｣に結集された皆さん！





特定秘密保護法施行阻止！





１０月１４日、政府は特定秘密保護法の運用基準と施行令を閣議決定しました。内容は次の通りです。


･対象は、防衛・外交・スパイ防止・テロ対策の４分野５５項目。


･秘密指定行政機関は、国家安全保障会議、内閣官房など１９機関。


･監視機関は、内閣官房に内閣保全監視委員会を、内閣府に独立公文書管理監と情報保全監察室を設置。


･施行日は１２月１０日。


政府は、｢知る権利の尊重｣を明記したことなどをもって国民の懸念を払拭したかのように主張しています。


だが特定秘密保護法は、何が秘密指定されたかは秘密、取扱者への｢適正評価｣、漏えい者への厳罰規定、防衛・外交・スパイ・テロ対策規定などの根幹部分は何一つ変わっておらず、｢国民の知る権利｣を真っ向から否定する戦争法以外の何ものでもありません。


この法律は、防衛・外交・スパイ防止、テロ対策の４分野で行政機関の長が秘匿する必要があると見なした情報を｢特定秘密｣に指定。取扱者には｢適正評価｣を実施、その範囲は父母、











子、兄弟姉妹、配偶者の父母や子にも及びます。取扱者が｢特定秘密｣を漏えいすれば｢最高１０年の懲役刑｣に処せられます。


同盟国(ＮＡＴＯ諸国も含む)との間で情報を共有する一方で、国会議員にも提供を厳しく制限し、漏えいすれば｢最高５年の懲役刑｣に処せられます。国会の国政調査権を事実上否定し、国民にとって最も重要な外交・防衛情報などを国民に知らせない極めて危険な軍事立法です。


また、｢特定秘密｣とされた｢自衛隊の訓練、演習｣情報などを国民が知ろうとすれば｢スパイ活動｣とみなされます。さらに、この法は｢テロリズム｣を｢政治上その他の主義主張に基づき、国家若しくは他人にこれを強要｣することと規定し、戦争に反対する政党や労働組合･市民団体の活動が｢テロ｣として厳罰に処せられます。しかも、密告制度を設けるなど反対運動をその内側からも破壊する治安立法でもあります。


このような戦争法を断じて許すわけにはいきません。





ガイドライン再改訂阻止！





１０月８日、日米両政府は｢日米防衛協力の指針(ガイドライン)中間報告｣を発表。内容は次の通りです。

















・日米同盟の範囲を｢日本、アジア太平洋及びこれを超えた地域｣として全地球規模に拡大。また、｢宇宙・サイバー空間｣でも協力。


・｢多国間の安全保障｣と称して、日米同盟を基軸とした韓・豪・比・越などとの｢防衛協力｣の推進。ＮＡＴＯ諸国との協力は前提。


・｢密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生｣した場合、７・１閣議決定に基づき武力行使。


・自衛隊と米軍の｢切れ目のない、実効的な、日米共同の対応｣と称して、日米両軍が一体で常時戦闘態勢を取り、自衛隊は情報収集、後方支援(=兵站活動)、アセット(=武器・弾薬等)防護、ミサイル防衛、海洋安全保障(=シーレーン防衛・機雷掃海)、避難民への対応などに当たる。








秘密法に反対する１０．２７集会


日常化する監視社会にNO！


秘密法の施行をさせないために


お話　小倉利丸さん(富山大学教員)


発言　海渡双葉さん(秘密保護法反対弁護団)


日時　１０月２７日（月）１８：３０～


場所　かながわ県民センター４０２号


 　　　JR線「横浜駅」徒歩５分


主催　秘密法反対・かながわ実行委


盗聴法に反対する神奈川市民の会、


日本国民救援会神奈川県本部など


後援　神奈川平和運動センター








第２５回反核･平和の火リレー


１０月２０日(月) 川崎市役所～神奈川県庁


１０月２１日(火) 米軍ノースドック～相模原市役所


１０月２２日(水) 相模原市役所～東海大学


１０月２３日(木) 東海大学～平塚市役所


１０月２４日(金) 平塚市役所～横須賀市役所


主催　反核･平和の火リレー神奈川県実行委員会





第２５回反核･平和の火リレー


１０月２０日(月) 川崎市役所～神奈川県庁


１０月２１日(火) 米軍ノースドック～相模原市役所


１０月２２日(水) 相模原市役所～東海大学


１０月２３日(木) 東海大学～平塚市役所


１０月２４日(金) 平塚市役所～横須賀市役所


主催　反核･平和の火リレー神奈川県実行委員会





このように日米両政府は、日米安保同盟の範囲を全地球規模に拡大し、日米両軍が一体となって常時戦闘態勢を取るという内容で日米防衛ガイドラインを１２月までに再改定し、｢対テロ戦争｣という名のアメリカの戦争に自衛隊がいつでもどこにでも参戦できるようにしようとしているのです。


米オバマ政権は｢イスラム国｣の脅威を口実に｢自衛権行使｣と称してイラク・シリアを空爆。仏・独・英・豪・中東諸国など２２ヵ国がこれに相次いで参戦。安倍政権は｢邦人救出｣を名分に自衛隊の中東派兵の衝動を高めています。(囲み記事参照)


すでに外交防衛政策の｢司令塔｣として国家安全保障会議(日本版ＮＳＣ)を創設し、特定秘密保護法を制定した安倍政権は、外交防衛情報を一元的に管理し、首相・内閣官房・外務・防衛の四閣僚の判断でいつでも戦争ができるようにしています。


特定秘密保護法の施行・日米防衛ガイドラインの再改定阻止！


集団的自衛権の行使絶対反対！


私たち社民党は日本を再び｢戦争する国｣にさせないために全力を挙げて闘います。ともに闘おう！











中東情勢緊迫





米欧諸国のイラク･シリア空爆





スンニ派武装組織｢イスラム国｣打倒を掲げ、米国は８月８日、イラク空爆を始めた。フランスも９月１９日、英国は３０日に空爆を開始。米軍は２２日、シリア空爆にも踏み切り、これには中東５ヵ国が加わった。


イスラム国の実態には不明な部分が多すぎる。だが、支配地域での市民の殺害、処刑、誘拐などを認定し、１月以降の戦闘による犠牲者は９０００人超に上るとする国連イラク支援団調査結果を踏まえればとても容認できる存在ではない。





個別的自衛権の行使？





他方、米国はシリア空爆について、シリアが自国領をイラク攻撃に使われることを防ぐ｢能力も意思もない｣ために自衛権を行使したイラクに対する集団的自衛権の行使だとするとともに、米国への脅威に対する個別的自衛権の行使だとしているようだが、その論理は明快とは言えない。なぜ国連安保理決議や議会承認手続きを経ないのかという問題に至っては、０１年来の対テロ戦争に関する(米政府の考える)全般的授権が有効と考えている節さえある。背景にはイラクの石油権益がちらつくとも言われているが、今回明らかになったのは一言で言えば自衛権解釈の自由自在ぶりだ。














邦人救出を名分にした自衛権行使





日本はどうか。安倍首相はシリア空爆後、直ちに｢理解｣を表明した。国会答弁では｢空爆に参加する考えは全くない｣と述べている。しかし、アフガン駐留延長も決まり、中東への軍事的関与を長期化させる構えを見せ始めた米国の要求が、財政支援にとどまるとは考えることはできない。


｢民間軍事会社｣の経営者とされる日本人がシリアで拉致された事件は、ある予感を促した。海外での経済権益の危機のみならず、軍事的関与、すなわち海外派兵そのものが、民間軍事ビジネスを呼び込むのだ。


ここで気になるのは、やはり７・１閣議決定だ。そこには在外邦人救出について、その能力を欠く当該領域国の受け入れ同意があり、領域国の権力が維持されている(つまり敵対する｢国家に準ずる組織｣が存在しない)場合、(保護前に)武器を使用しても｢武力の行使｣に当たらないが、前提条件の充足は内閣が判断するとの考えが示されている。また５・１５安保法制懇報告には、領域国同意がなくても、その国が意志と能力を持たない場合の自力救出は自衛権行使として許容される場合もあると、今回の米国そっくりの記述さえあるのだ。邦人保護･輸送を名目とした事実上の武力行使はリアルな問題だ。





(２０１４年１０月１５日付『社会新報』　「主張」、小見出しは編者)








